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１．緒言
　古来より，日本は数々の自然災害に見舞われてお
り，現在では南海トラフ巨大地震による大規模な被
害が予想されている1）．この実情からすれば，日本
に住む以上は防災対策が重要である．ところが，日
本国内の全国15歳以上の男女1万人を対象にした調
査によると，災害に備えているのは4割以下であっ
た2）．防災対策は態度と行動の不一致が生じる可能
性があるため，防災対策に関連する要因を分析する
ことは社会的な意義があると言えよう．
　防災対策の重要性は多くの人に共通するが，障が
い者と暮らす家族にとって防災対策はとりわけ重要
である．東北地方太平洋沖地震の被災3県を対象と
した調査において，岩手県と福島県に比して身体障
害者施設入所率が低かった宮城県の障がい者の犠牲
者が多かったことが確認されている3）．この点を踏
まえると，在宅の障がい者を介護する家族の防災対
策を促進させる要因の検討は喫緊の課題である．
　一般に，備えるべき内容は障がい区分や居住地の
地理的要因等で異なる．よって，個別性に着目した
防災対策に関する研究の意義は大きい．その一方で，
避難行動要支援者名簿の有効性認知について分析し
た髙尾ら4）が示唆するように，個別性を捨象した上
で障がい者と同居する家族の防災対策に関連する諸
変数を分析することは，全体的な防災力の底上げを
図る啓発手法を編み出す上で一定の意義がある．こ

の観点から，本研究は障がい者と暮らす家族を対象
に防災対策を説明する諸変数を確認することを目的
とする．
１．１　防災対策に関連する諸要因
　防災対策が十分に実行されていないことは，それ
を妨げる要因が存在することを示唆している．元吉
ら5）は，コスト認知が地域防災活動への参加意図に
影響を及ぼすことを確認した．ここでのコスト認知
は，地域での避難訓練等への参加や地域内の災害リ
スクの有無を確認するための時間をつくることに伴
う負担を指す．また，元吉ら6）もコスト認知と地域
防災活動への参加意図との間に負の関連を確認して
いる．ここでのコスト認知とは，地域防災活動に参
加することに伴う手間暇や時間的な問題等に関する
認知を指す．両研究は，防災対策に伴う広義の費用
に関する評価が，防災対策意図に否定的な効果をも
たらすことを示している．とりわけ，日常的に障が
い者へ介護を提供している家族においては，防災対
策に伴う時間的あるいは心理的な費用に対する評価
（以下，防災対策費用評価）が防災対策を妨げる要
因としてはたらくことが考えられる．
　ところで，家族がどのような意識で障がい者に介
護を提供しているかによっても，障がい者と暮らす
家族の防災対策の実態は異なることが予想される．
中根7）は，日常のケア行為の中に愛情と責任と義務
が埋め込まれているとし，それを個別に自覚するこ
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とは困難であるとしている．また，障がいをもつきょ
うだいに対して，家族（きょうだい）としての責任
で対応すべきとの思いから介護してきた事例も報告
されている8）．井口9）は，「介護者が要介護者に対し
て強く介護・ケアを志向してしまう事態」（p.89）
を家族介護の無限定性と称しており，介護の範囲は
常に限定されているとは限らないことを示唆する．
この観点からすれば，日常的な介護が増えるなか
で，防災対策が後回しにされかねないのではなかろ
うか．その結果として，障がい者へ日常的に提供し
ている介護内容の種類（以下，日常的介護の種類数）
が多いほど，同居する家族は防災対策に着手するこ
とに困難をきたす可能性がある．
　そして，長瀬10）が指摘するように，その背景に「社
会が障害者に対して設けている障壁」（p.11）が存
在することを否定することはできまい．障がい者と
暮らす家族には地域の防災訓練に参加することさえ
難しい事例が報告されており11），障がい者と暮らす
家族は障がいをもつ家族のための防災対策を自らの
責任と意識せざるを得ない状況があるのかもしれな
い．これが事実ならば，障がい者のための防災対策
を家族の自己責任の一環として認知（以下，防災対
策自己責任認知）する家族ほど，防災対策が強めら
れることが予想される．
　防災に対する責任の認知は，防災対策に効果をも
たらすことが確認されてきた．先行研究をレビュー
した Solberg et al.12）は，地震に対する備えに関する
責任の帰属と備えとの関連性を示唆した．Botzen 
et al.13）は，行政機関が被害の救済と的確な洪水対策
を保証する責任を有すると認知する人ほど，洪水被
害を軽減するための土嚢を購入しようとしないこと
を確認した．また，Mulilis et al.14）は，竜巻への備
えに対する責任感が実際の竜巻への備えに関連する
ことを確認した．元吉ら15）が，公助に依存せず自助
で災害に備えるべきという自己責任認知が水害リス
クの受容に関連することを確認したように，自らの
責任に帰属することは自然災害に対するリスクに何
らかの形で向き合うことにつながると言えよう．以
上の知見に基づくと，障がい者を対象とした防災対
策を責任の一環として認知（以下，防災対策自己責
任認知）する家族ほど，防災対策が促進されること
が予想される．
　さらに，防災対策意図に肯定的な効果をもたらす
要因についても確認されてきた．元吉ら6）は，防災
対策による被害の軽減に関する有効性等の肯定的な
側面をベネフィット認知と称し，家庭防災意図と地
域防災意図との関連について分析した．その結果，
地域防災対策に関するベネフィット認知と地域防災

意図，さらに家庭防災に関するベネフィット認知と
家庭防災意図との間にそれぞれ関連が認められた．
また，被害の軽減という側面をベネフィット認知と
して位置付けた研究においても，コスト認知に比し
て影響は小さいながらも，ベネフィット認知が地域
防災参加意図に関連することが確認されている5）．
これらの結果は，防災対策に伴う便益に対する評価
（以下，防災対策便益評価）が防災対策を実行しよ
うという意図を強めることによって防災対策が促進
されることを示唆している．
　動機づけの観点からも，防災対策に肯定的な効果
をもたらす要因が確認されてきた．海上ら16）は制御
焦点理論17）の観点から制御焦点を操作し，行動する
ことによる恩恵に目を向けさせることを提案してい
る．制御焦点理論によると，目標達成に係る動機
づけには促進焦点と予防焦点がある．促進焦点は，
熱望方略（eager strategy）の下でより良い結果や
理想的な結果の獲得を志向するとされている．予防
焦点は，警戒方略（vigilant strategy）の下で損失
回避を志向するとされている．たとえば，課題遂行
場面において，熱望方略を志向する促進焦点はリス
キーな反応を示し，警戒方略を志向する予防焦点は
誤りを冒さないようにしようとする保守的な反応を
示すことが確認されている18）．防災対策においても
同様の傾向が認められるならば，予防焦点において
は自然災害によるリスクを回避するために防災対策
が促進され，促進焦点においてはそれを説明しない
ことが予想される．
　以上の論議に基づくと，障がい者と暮らす家族は
障がい者のための防災対策を自己責任の一環として
捉える可能性がある．一方，障がい者のための防災
対策の実施は容易ではないという家族の見解11）や介
護の無限定性9）の観点からすれば，日常的な介護の
種類が多いほど防災対策に着手することを困難にさ
せる可能性が考えられる．さらに，防災対策費用評
価は防災対策を妨げることが考えられる．また，と
もに暮らす障がい者の挙動等から災害時のリスクを
認知するほど，防災対策が強められることが予想さ
れる．特に，予防焦点傾向が強いほど防災対策を実
行することが予想されるほか，防災対策に伴う便益
を認知するほど防災対策が実行されることが予想さ
れる．以上の点について，障がい者と暮らす家族を
対象に確認した例は管見の限り認められない．そこ
で，本研究においては以上の諸変数と防災対策との
関連について，探索的に分析することを目的とした．
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２．方法
２．１　調査対象者及び調査の手続き
　2022年4月4日から4月6日にかけて，障がいをもつ
家族とともに暮らす20歳から59歳のモニターを対象
に調査を実施した（マクロミル社に委託）．同一世
帯内において，障がい者が複数名居住している場合，
あるいは，障がいを有さないが介護を要する家族が
複数名居住する場合等は防災対策を規定する種々の
要因が交絡する可能性があり，剰余変数の影響を
回避することが困難である．そこで，同一世帯内で
障害者手帳を所持している者がいないモニターのほ
か，回答者自身が障害者手帳を所持，同一世帯内に
障害者手帳所持者が2名以上同居，障害者手帳所持
者が1名でも障害者手帳所持者以外に日常的に介護
を要する家族と同居，障がいをもつ家族が所持する
障害者手帳の等級が不明と回答したモニターも除外
対象とした（N=359）（男：n=167，女：n=192）．
そのうち，入力内容の不備（障害者手帳所持者で
ある父母の年齢が1桁台，実在しない身体障害者手
帳の等級，日頃の介護状況に「介護不要」の項目
がありながらその他で「特になし」，実在しない療
育手帳の等級を入力）が認められた5件を除いた回
答を有効回答とした（N=354）（男：n=165，女：
n=189）．平均年齢は45.3歳（SD=9.9）であった．
２．２　質問項目
　以下，本研究において分析対象とした質問項目を
列挙する．
２．２．１　属性項目
  回答者の性別，年齢，居住都道府県，同居中の家
族が所持する障害者手帳の種類，障害者手帳所持者
に対する日常の介護の内容として見守り，外出時の
移動支援，入浴，食事，排泄，その他を項目として
列挙し，該当するものすべてに回答するよう求めた．
２．２．２　制御焦点尺度
　制御焦点尺度（邦訳版）19）を一部改変した元吉20）†1）

を使用した．各項目に対して，7件法（1：全くあて
はまらない―7：非常にあてはまる）で回答を求めた．
２．２．３　防災に関する項目
　防災対策費用評価，防災対策便益評価，防災対策
自己責任認知は，髙尾ら21）†2）を改変及び新たに作成
した質問項目を用いた．また，古来より日本におい
て地震に見舞われてきたことや，将来的に大規模地
震による幅広いエリアでの被害が懸念されている実
情を踏まえ，自然災害のうち地震に焦点を当て，地
震リスク認知を測定する項目を用意した．地震リス
ク認知については，元吉ら6）を改変したものを用い
た†3）．また，防災対策の内容は農林水産省22）を中心
に食料のみならずカセットコンロ等の食料以外の物

を含む計26項目を列挙した．日常的に使用するため
に用意しているものと，防災目的で用意してものを
区別するため，「日常的に使用するため」と「防災
対策として備蓄するため」（「備蓄したまま放置」「多
めに購入しすでに購入したもののうち古いものから
使い使用した分を買い足している」「使用できるか
どうかたまに確認している」の下位項目あり）のい
ずれかに回答を求め，後者に回答した場合に防災対
策としてカウントした．

３．結果
　分析においては，HAD（version 16）23）を使用した．
３．１　回答者の内訳
３．１．１　回答者数
　都道府県の回答者数は，東京都（n=38）を筆頭に，
大阪府（n=30），神奈川県（n=28），兵庫県（n=25），
千葉県（n=22），埼玉県（n=19），愛知県（n=19），
岐阜県（n=13），福岡県（n=12），北海道（n=11）
において2桁台であった．香川県，熊本県，沖縄県
の回答者は0名であり，その他の府県の回答者数は
すべて1桁台であった．
３．１．２　障害者手帳及び介護の内容
　身体障害者手帳所持者（268件）が最も多く，次
いで療育手帳（110件），精神障害者保健福祉手帳（93
件）の順であった．なお，療育手帳に類する他の名
称の手帳（愛の手帳）も療育手帳に類する手帳とし
て件数に含めた．介護の内容で最も多かったのは見
守り（135件），次いで外出時の移動支援（125件）
が多く，それ以外は入浴（65件），食事（62件），排
泄（55件），その他（4件）の順に多かった．その他（自
由記述形式）については，洗濯，掃除，着替え，金
銭管理，医療的ケアといった記載が認められた．そ
のうち，記載内容が具体性に欠け，解釈困難であっ
た1件については除外した．その上で，介護項目の
回答数と回答者が入力した介護内容の種類数を加算
したものを日常的介護の種類数とした．
３．２　尺度の分析
　元吉20）の制御焦点尺度に対して，因子分析を行っ
た（最尤法・プロマックス回転）．分析の結果，促
進焦点の8項目（α=.93）と予防焦点の8項目（α=.90）
の2つの因子が確認された（表1）．以下の分析にお
いては，Higgins et al.24）を参考に促進焦点得点から
予防焦点得点を引いた差の得点を変数として用いた
長峯ら25）にならい，促進焦点から予防焦点を差し引
いた値を変数化（以下，相対的制御焦点）した．こ
の値が高いほど相対的促進得点傾向であり，値が低
いほど相対的予防焦点傾向であることを示す．その
他の質問項目についても因子分析（最尤法・プロマッ
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表１　制御焦点尺度の因子分析（最尤法・プロマックス回転）の結果

表２　地震リスク認知の因子分析（最尤法・プロマックス回転）の結果

項 目 Ⅰ Ⅱ 共通性

私は，自分の理想をかなえることを目指している． .899 -.035 .777

私はたいてい，人生において良い成果を挙げることに意
識を集中している．

.861 -.122 .652

私はたいてい，将来の自分が成し遂げたいことに意識を
集中している．

.837 -.103 .626

どうやったら良い成果が挙げられるかについて，よく考
える．

.818 .057 .718

私は，「自分の理想」を最優先し，自分の希望や願い・
大志をかなえようと努力するタイプだと思う．

.813 -.109 .585

将来どんな人間になりたいかについて，よく考える． .805 .033 .676

どうやったら自分の目標や希望をかなえられるか，よく
想像することがある．

.725 .105 .612

こうなったらいいなと願っていることがかなう様子を，
よく想像する．

.642 .147 .527

 怖れている悪い出来事が自分に降りかかってくる様子

を，よく想像する．
-.258 .880 .617

目標を達成できないのではないかと，よく心配になる． -.005 .796 .630

自分が将来そうなってしまったら嫌だと思う自分像につ
いて，よく考えることがある．

.077 .732 .598

私にとっては，利益を得ることよりも，損失を避けるこ
との方が大事だ．

-.103 .730 .469

私は，失敗を避けることを目指している． .059 .707 .544

自分の責任や役割を果たせないのではないかと，よく心
配になる．

-.006 .687 .468

私はたいてい，悪い出来事を避けることに意識を集中し
ている．

.221 .631 .584

どうやったら失敗を防げるかについて，よく考える． .358 .505 .563

因子寄与 6.49 5.54

因子間相関

Ⅰ .49

Ⅱ

項目 I 共通性

私は，今住んでいるところで，地震で家屋が倒壊するよ
うな被害に遭う可能性があると思う．

.941 .886

私が今住んでいるところは，地震で家屋が倒壊するよう
な被害が起きやすい地域だと思う．

.811 .658

私は，今後30年くらいの間に，家屋が倒壊する規模の地

震に遭うと思う．
.739 .547

因子寄与 2.09

クス回転）を実施したところ，それぞれ1因子構造
であることが確認された（表2，表3，表4，表5）（地
震リスク認知：α=.86，防災対策便益評価：α=.96，

防災対策費用評価：α=.80，防災対策自己責任認知：
α=.91）．
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項目 Ⅰ 共通性

平常時に，障がいをもつ家族と私が被災後に滞在できる自宅以

外の場所を調べることは，これまで知らなかった地域の特徴を

知る良い機会になると思う．

.876 .768

平常時に，障がいをもつ家族と私が被災後に滞在できる自宅以

外の場所を調べることは，地震で危険が生じそうな場所を確認

できる良い機会になると思う．

.854 .730

被災によりライフラインが停止しても，1週間程度生活可能な

食料や飲料水を蓄えることは，被災直後に日常生活なみの食生

活を実現するうえでの良い機会になると思う．

.852 .727

障がいをもつ家族の障がいの状況に即した防災対策を検討する

ことは，被災後の生活で障がいをもつ家族へのサポート面の不

足が生じないかを確認する良い機会になると思う．

.841 .707

地震で自宅の家具が倒れてけがをしないように，自宅の家具を

固定したり配置を変更することは，安心して過ごすことのでき

る居住空間を実現する良い機会になると思う．

.838 .703

被災によるけがや体調不良の応急手当のために常備薬や常用薬

を取りそろえておくことは，けがや体調不良の悪化を防ぐため

の良い機会になると思う．

.827 .685

被災によりライフラインが停止しても， 1週間程度生活可能な

食料や飲料水を蓄えることは，被災直後に食料や飲料水にあり

つけない事態を回避するうえでの良い機会になると思う．

.822 .676

障がいをもつ家族の障がいの状況に即した防災対策を検討する

ことは，障がいをもつ家族との絆をより深める良い機会になる

と思う．

.818 .668

地震で自宅の家具が倒れてけがをしないないように，自宅の家

具を固定したり配置を変更することは，結果的に今よりも魅力

的な居住空間を獲得する良い機会になると思う．

.803 .644

被災によるけがや体調不良の応急手当のために常備薬や常用薬

を取りそろえることは，これまで知らなかった医薬品を発見す

る良い機会になると思う．

.759 .576

因子寄与 6.884

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３　防災対策便益評価の因子分析（最尤法・プロマックス回転）の結果

表４　防災対策費用評価の因子分析（最尤法・プロマックス回転）の結果

項目 I 共通性
被災によりライフラインが停止することを想定して，1週間程度生

活可能な食料や飲料水を蓄えるために，経済的に支出することは控

えたい．

.708 .501

被災によるけがや体調不良の応急手当のための常備薬や常用薬を取

りそろえるために，経済的に支出することは控えたい．
.701 .491

平常時に，障がいをもつ家族と私が被災後に滞在できそうな自宅以

外の場所を調べるために時間を割くことは，私にとって容易ではな

い．

.662 .439

障がいをもつ家族の障がいの状況に即した防災対策を検討し，さら

に家族全体の防災対策を検討することに時間を割くことは難しい．
.648 .419

地震の影響で自宅の家具が倒れないように，自宅の家具を固定した

り配置を変えることは，私にとって面倒に感じる．
.646 .418

防災対策の一環として，日頃から障がいをもつ家族の障がいの特徴

についてご近所の方々に伝えることは，私にとって容易ではない．
.409 .168

因子寄与 2.44
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３．３　相関分析の結果
　変数間の相関関係を確認したところ，地震リスク
認知，防災対策自己責任認知，防災対策便益評価，
日常的介護の種類数と防災対策との間に正の相関が
確認された（表6）．その他，防災対策便益評価と防
災対策自己責任認知との間に強い相関関係が確認さ
れた．
３．４　重回帰分析の結果
　防災対策を目的変数として設定し，地震リスク認
知，防災対策便益評価，防災対策自己責任認知，防

災対策費用評価，相対的制御焦点，日常的介護の種
類数を説明変数として投入した重回帰分析（強制投
入法）を実施した．なお，多重共線性の問題を回避
するため，上記の説明変数から防災対策便益評価を
除いた分析と，上記の説明変数から防災対策自己責
任認知を除いた分析をそれぞれ実施した†4）．
　説明変数から防災対策便益評価を除いて分析
を実施したところ，防災対策自己責任認知（β
=.222，p<.001）と日常的介護の種類数（β=.179，
p<.001）が防災対策を説明しており，その他の説明

項目 I 共通性

私は，家族の一員として，障がいをもつ家族の障がいの状況に即した防

災対策を実行しておく責任を感じる．
.860 .740

私は，家族の一員として，被災によりライフラインが停止しても， 1週

間程度生活可能な食料と飲料水を蓄えておく責任を感じる．
.839 .704

私は，家族の一員として，被災によるけがや体調不良の応急手当のため

に，常備薬や常用薬を取りそろえておく責任を感じる．
.836 .698

私は，家族の一員として，地震で家具が倒れてけがをしないように，自

宅の家具を固定したり，配置を変える責任を感じる．
.830 .689

私は，家族の一員として，平常時に障がいをもつ家族と私が被災後に滞

在できる自宅以外の場所を調べておく責任を感じる．
.817 .668

私は，家族の一員として，防災対策の一環で，日頃から障がいをもつ家

族の障がいの特徴についてご近所の方々に伝えておく責任を感じる．
.600 .360

因子寄与 3.86

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５　防災対策自己責任認知の因子分析（最尤法・プロマックス回転）の結果

表６　２変数間の相関

表７�　防災対策便益評価を除いた重回帰分析（強
制投入法）の結果

表８�　防災対策自己責任認知を除いた重回帰分
析（強制投入法）の結果
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変数は防災対策を有意に説明していなかった（表7）．
VIF は最大で1.405であった．説明変数から防災対
策自己責任認知を除いて分析を実施したところ，防
災対策便益評価（β=.260，p<.001）と日常的介護
の種類数（β=.176，p<.001）が防災対策を説明し
ており，その他の説明変数は防災対策を有意に説明
していなかった（表8）．VIFは最大で1.463であった．

４．考察
　本研究においては，障がい者と暮らす家族を対象
に，防災対策を説明する変数について分析した．防
災対策を目的変数として投入し，地震リスク認知，
防災対策自己責任認知，防災対策費用評価，日常的
介護の種類数を説明変数とした重回帰分析（強制投
入法）を実施したところ，防災対策自己責任認知と
日常的介護の種類数が防災対策を説明していた．障
がい者のための防災に対して家族としての責任と認
知するほど，防災対策を実行していることを示して
いる．また，防災対策に対する責任の認知と防災対
策との関連を示す先行研究12-15）を支持するものでも
ある．
　防災対策を目的変数として投入し，地震リスク認
知，防災対策便益評価，防災対策費用評価，日常的
介護の種類数を説明変数とした重回帰分析（強制投
入法）を実施したところ，防災対策便益評価と日常
的介護の種類数が防災対策を説明していた．この結
果は，元吉ら5）や元吉ら6）と一致するものである．
後述するように，地震リスク認知が防災対策を説明
していなかったことを踏まえると，自然災害へのリ
スク認知を高めることを優先するのではなく，防災
対策による便益面をも伝えることが防災啓発上重要
であると言えよう．
　なお，両分析において日常的介護の種類数が一貫
して防災対策を説明していた．日常的介護の種類数
が多いほど，防災対策を実行していることを示して
いる．日常的介護の種類の多さが防災対策の着手を
妨げるわけではないことを示す結果となった．介護
の無限定性9）の概念を拡大解釈すると，要介護者に
対して強く介護・ケアを志向する介護者は，日常場
面のみならず非日常である災害時をも考慮しようと
するため，防災対策の実行に至りやすくなることが
予想される．ただし，本研究では回答者である家族
の日常的介護に携わる頻度や被介護者の重症度に関
するデータは収集していない．それらの諸変数が，
防災対策に及ぼす影響については検討の余地が残さ
れている．
　防災対策費用評価は，防災対策を説明していな
かった．防災対策に伴う費用を高くもしくは低く評

価しようが防災対策には関連しないことを示してお
り，元吉ら5）や元吉ら6）とは一致しない結果となっ
た．ちなみに，この両研究は防災対策意図を扱って
いるが，本研究では計26項目の防災対策の実行度と
いう行動レベルの変数を扱った．扱った変数の水準
の違いが，元吉ら5）及び元吉ら6）との不一致をもた
らした可能性がある．あるいは，障がい者と暮らす
家族にとっては，防災対策自己責任認知が防災対策
を説明する結果が示唆するのは，防災に係る手間暇
よりもむしろ家族としての責任の一環として実施し
ようとすることが反映しているのかもしれない．
　ところで，地震リスク認知は防災対策を説明して
いなかった．障がいを持つ家族とともに暮らす回答
者にとって，地震リスクをどの程度認知しているか
ではなく，むしろ防災対策自己責任認知，日常的介
護の種類数，防災対策便益評価が防災対策に関連
することを示している．先行研究をレビューした
Lindell & Perry26）によると，過去の研究においてリ
スク認知と防災対策との関連が一貫していない原因
の一つとして，これまでに用いられてきたリスク認
知の測定方法の多様性を挙げている．障がいを持つ
家族とともに暮らす回答者ゆえの結果なのか，それ
ともリスク認知の測定方法によるものなのかについ
ては，検討の余地が残されている．
　また，相対的制御焦点は防災対策を説明していな
かった．予防焦点は損失回避志向であることから，
相対的制御焦点と防災対策間の負の関連が予測され
たが，その関連は確認されなかった．この結果は，
Higgins17）や Crowe & Higgins18）に基づく予測に一
致していない．一般には，防災対策は損失の回避が
主目的であるが，防災対策を通して新たな発見が得
られるとすれば，何らかの利得を獲得するための手
段としてみなされたのかもしれない．すなわち，防
災対策には損失回避と獲得という両側面が存在する
ため，相対的制御焦点が防災対策に及ぼす効果が相
殺された可能性がある．
　防災対策自己責任認知，さらに日常的介護の種類
数が防災対策を説明する結果は，防災上の責任感を
もち，数々の介護に関わっている家族ほど防災対策
を実行していることを示す．解釈次第では，家族が
防災を一手に引き受けようとする実態を示唆してい
るのかもしれない．Alexander27）は，災害に備えた
障がい者への支援計画における関係機関の連携の必
要性を指摘しているように，家族で抱え込んでしま
う背景も考慮したうえで第三者による支援体制のあ
り方を検討することも重要である．
　また，防災対策便益評価と防災対策自己責任認知
の間に強い相関が確認されたため，どちらが相対的
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注
†1）�日本社会心理学会第58回大会のワークショップにおける配付資料（防災意識とは何か―社会心理学と地域防災の

視点から―）を参照した．
†2）�日本心理学会第85回大会の発表ポスターを参照した．なお，質問項目の文意をより確実にすべく，修正が望まし

いと判断された箇所を改変したものを使用した．
†3）地震に伴うエンドポイント（有害性に関する影響の基準）を明確にするため改変した．
†4）�防災対策便益評価と防災対策自己責任認知の間に強い相関が確認された．しかし，両変数を構成する質問項目の

内容からすれば概念的には独立しており，合成変数化して説明変数として投入することは不適切と考えられた．
そこで，説明変数から両変数のうちどちらか一方を除いた分析を2回実施した．
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Abstract

　It is important for everyone to implement disaster prevention measures. Preparedness against natural disasters 
is especially important for families cohabiting with persons with disabilities. This study examined the factors 
affecting the extent to which people prepare against natural disasters, using an online survey of families cohabiting 
with people with disabilities. The results revealed that the recognition about self-responsibility as a family for 
preparedness against natural disasters and the number of daily care types were related to preparedness against 
natural disasters. The findings also revealed that the evaluation of benefits about preparedness against natural 
disasters were related to preparedness.
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